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                              ３１み監査第９８号 

                              令和元年８月１６日 

 

みよし市長 小野田 賢 治 様 

 

                  みよし市監査委員  小 嶋 正 道 

                     同      塚 本 克 彦 

  

平成３０年度決算に基づく健全化判断比率等の審査意見について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定により審査に

付された平成３０年度みよし市健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項

を記載した書類について審査したので、その結果について次のとおり意見を提出します。 
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平成３０年度みよし市健全化判断比率審査意見 

第１ 審査の概要 

この健全化判断比率の審査は、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる 

事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として、令和元年７月２３日から令

和元年７月３１日まで実施した。 

 

第２ 審査の結果 

 １ 総 括 

  審査に付された下記の健全化判断比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の 

作成は、いずれも適正に行われているものと認められた。   

           

健全化判断比率 平成３０年度 平成２９年度 早期健全化基準 財政再生基準

　①実質赤字比率
-

（△15.61）
-

（△11.44）
12.81 20.00

　②連結実質赤字比率
-

（△24.42）
-

（△19.63）
17.81 30.00

　③実質公債費比率 3.2 3.0 25.0 35.00

　④将来負担比率
-

（△153.9）
-

（△95.8）
350.0

　※標準財政規模（千円） 14,640,048 19,255,967

                            （単位：％）                                 

 

 ※標準財政規模：地方公共団体の財政規模を示し、特定財源を控除した通常経常的に収入されるで

あろう一般財源の額で、①から④の健全化判断比率は、分母に標準財政規模を用

いて算出している。 

２ 個別意見 

  (１) 実質赤字比率について 

実質赤字額は、前年度に引き続き発生していない。実質収支が黒字であるため、実質赤字比率 

は負の値となり「―」と記載されている。なお、参考までに計算上の実質赤字比率を算出すると 

△１５．６１％であり、前年度と比較して、負の値が４．１７ポイント増加している。 

 

(２) 連結実質赤字比率について 

      連結実質赤字額は、前年度に引き続き発生していない。連結実質収支が黒字であるため、負の 

値となり「―」と記載されている。なお、参考までに計算上の連結実質赤字比率を算出すると△ 

２４．４２％であり、前年度と比較して、負の値が４．７９ポイント増加している。 

  

(３) 実質公債費比率について 

    実質公債費比率は、３．２％で、前年度と比較して０．２ポイント増加しており、早期健全化 

基準の２５．０％を大きく下回っている。 
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（４）将来負担比率について 

    将来負担比率は、将来負担額(12,740,630千円)を上回る充当可能財源等(33,417,313千円)が 

あるため、算定されないので「―」と記載されている。なお、参考までに計算上の将来負担比率 

を算出すると△１５３．９％となっている。 

以上、健全化判断比率の各比率は、いずれも早期健全化基準の数値以下であり、本市財政の健

全性は高いものと認められる。 

 

 

３ 是正改善を要する事項 

  特に指摘すべき事項はない。 
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平成３０年度みよし市病院事業会計資金不足比率審査意見 

第１ 審査の概要 

この資金不足比率の審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項 

を記載した書類が、適正に作成されているかどうかを主眼として、令和元年７月２３日から令和 

元年７月３１日まで実施した。 

   

第２ 審査の結果 

 １ 総 括 

  審査に付された資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成は、適 

正に行われているものと認められた。     

  資金不足比率は、次表のとおりである。 

（単位：％） 

特別会計名 平成３０年度 平成２９年度 経営健全化基準 備考

病院事業会計
-

(△45.05)
-

(△53.44)
20.0

 

 

２ 個別意見 

資金不足比率は、資金不足額÷事業規模で算定される。資金不足額は「（流動負債＋建設改良費 

等以外の経費の財源にあてるために起こした地方債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額」、 

事業の規模は「営業収益の額－受託工事収益の額」で算出している。 

平成３０年度の数値は、翌年度償還の企業債の算定からの除外措置、1年以内に使用される見込 

みの引当金と貸倒引当金の３年間算定猶予の措置がとられており、資本不足額は、そのとおり算定 

している。 

算定された資金不足額は黒字となるため、負の値（△1,001,483千円）であり、参考までに計算 

上の資金不足比率を算出すると△４５．０５％となっている。これは、経営健全化基準の２０.０％ 

を大きく下回っており、良好な状態にあると認められる。 

   ※解消可能資金不足額とは、事業の性質上、事業開始後一定の期間に構造的に資金の不足額等が

生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額のこと。 

 

３ 是正改善を要する事項 

  特に指摘すべき事項はない。 
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平成３０年度みよし市下水道事業特別会計資金不足比率審査意見 

第１ 審査の概要 

この資金不足比率の審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項 

を記載した書類が、適正に作成されているかどうかを主眼として、令和元年７月２３日から令和 

元年７月３１日まで実施した。 

   

第２ 審査の結果 

 １ 総 括 

  審査に付された資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成は、適 

正に行われているものと認められた。     

  資金不足比率は、次表のとおりである。 

（単位：％） 

特別会計名 平成３０年度 平成２９年度 経営健全化基準 備考

下水道事業特別会計
-

(△7.13)
-

(△2.89)
20.0

 

 

２ 個別意見について  

資金不足比率は、資金不足額÷事業規模で算定される。資金不足額は「（繰上充用額＋支払繰延 

額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高）－解消

可能資金不足額」で、事業の規模は「営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入

の額」で算定される。 

算定された資金不足額は黒字となるため負の値（△44,367千円）であり、参考までに計算上の 

資金不足比率を算出すると△７．１３％となっている。これは、経営健全化基準の２０.０％を大 

きく下回っており、良好な状態にあると認められる。 

   ※解消可能資金不足額とは、事業の性質上、事業開始後一定の期間に構造的に資金の不足額等が

生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額のこと。 

 

３ 是正改善を要する事項 

  特に指摘すべき事項はない。 
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平成３０年度みよし市農業集落排水事業特別会計資金不足比率審査意見 

第１ 審査の概要 

この資金不足比率の審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項 

を記載した書類が、適正に作成されているかどうかを主眼として、令和元年７月２３日から令和 

元年７月３１日まで実施した。 

   

第２ 審査の結果 

 １ 総 括 

  審査に付された資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成は、適 

正に行われているものと認められた。     

  資金不足比率は、次表のとおりである。 

（単位：％） 

特別会計名 平成３０年度 平成２９年度 経営健全化基準 備考

農業集落排水事業特別会計
-

(△86.27)
-

(△2.10)
20.0

 

２ 個別意見について  

資金不足比率は、資金不足額÷事業規模で算定される。資金不足額は「（繰上充用額＋支払繰延 

額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高）－解消

可能資金不足額」で、事業の規模は「営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入

の額」で算定される。 

算定された資金不足額は黒字となるため負の値（△94,404千円）であり、参考までに計算上の 

資金不足比率を算出すると△８６．２７％となっている。これは、経営健全化基準の２０.０％を 

大きく下回っており、良好な状態にあると認められる。 

※解消可能資金不足額とは、事業の性質上、事業開始後一定の期間に構造的に資金の不足額等が

生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額のこと。 

 

３ 是正改善を要する事項 

  特に指摘すべき事項はない。 

 


